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《要約、本文、資料からなっています》 

 

｛要約｝ 

■相続が発生すれば 

・被相続人の死亡と同時に、遺産は、遺言がない限り大半が相続人全員の共有となる。 

・被相続人に確定申告が必要な場合、相続人全員にも準確定申告義務が生じる。 

・預貯金の引き落としや出金はストップ。預金解約には金融機関側のルールにより、原則全相続人の自署、

実印、印鑑証明を付けて書類の提出が必要。 

・不動産は、種類の如何を問わず、全相続人の実印に印鑑証明添付の「遺産分割協議書」がないと単独相

続ができない。 

・相続人が決まるまでの間、不動産賃料は全相続人の法定相続分による分配となる。 

・上場株や投資信託は、全相続人の自署、実印に印鑑証明書を揃えて届出書を提出しないと名義変更でき

ない。 

・貸金庫は、死亡と同時に開けられなくなる。開けるには全相続人の自署、実印に印鑑証明を添付した書

類の提出が必要。 



  

 

 

・事業用財産・自社株なども相続人の共有となる。分割協議を急がないと事業継続に支障を来たす。 

・自動車やゴルフ会員権も、単独利用や換金ができなくなる。名義変更が必要。 

・以上のような不具合を生じさせないために公正証書遺言の作成を。遺言がなければ「遺産分割協議書」

による分割。 

 

■賃貸不動産オーナーは遺言を 

・公正証書遺言で、分割協議の余地を出来るだけなくしておく。“争続対策”である。 

・特に、賃貸不動産の相続の場合は公正証書遺言で争いの防止を。 

・自筆遺言や全財産が網羅されていない遺言は、遺言書としては不十分。再作成を。 

 

■遺言が必要なケース 

・自筆遺言は筆跡を巡って問題になりがち。遺言は必ず公正証書遺言で。 

・公正証書遺言は、公証役場で半永久的に無料で保管されるので安全。遺言信託の必要性は無い。 

・遺言が必要なケース＝①遺産分割での揉め事を最小限にしたい場合、②相続人の中に認知症候補者や未

成年者がいる場合、③賃貸不動産がある場合、④事業後継者に自社株や事業用地を相続させたい場合、

⑤不動産を特定の相続人に貸している場合、⑥相続人に中に家計不安や一次相続時の不満を持っている

人がいる場合、⑦取引銀行数や上場株や投信保有数などが多い場合、⑧貸金庫を借りている場合、⑨子

供がいないご夫婦や先妻先夫との子供・婚外子がいる場合、など。 

 

■公正証書遺言作成のポイント 

・事業後継者や連帯保証人に事業用不動産や自社株を相続できるように作る。 

・今後の財産内容の変動を考えて作る。全財産もれなく作る。 

・遺留分対策、遺留分減殺方法、二次相続まで考えて作る。 

・一つの財産を２人以上に共有させないように作る。 

・遺言執行者を指定する。執行補助者も付ける。 

・貸金庫の解除権限者を書く。 

・受遺者の先死亡に備え「付言」を入れておく。 

・家訓や祭詞、お墓のことなどを盛り込んでおくことも可能、他 

 

■今後の税制改正動向 

・相続税・贈与税の改正が２３年にある。基礎控除額の大幅減などで税額は３～５割増しに？ 

・税と社会保障を、国が一元管理するために全国民に番号が付与される（納税者番号制度）。 

 

■税務調査で誰の何を調べるのか 

・「特定口座」での株、投信の取引は国税当局に既に報告されている。 



  

 

 

・共通番号制度の導入で、個人別の資産保有の調査が簡単に出来るようになる。 

・実態が伴っていない１１０万円以下の贈与は何年前であっても課税対象になる。 

・家族名義預貯金は、実質所有者が誰かが調査される。 

・投信、株なども収入に見合わなければ、資金の出所が誰かを調査する。 

・株は、実際の売買発注者や特定口座の筆跡から遺産性を判断。 

・相続人や孫が不動産を購入した時に、資金贈与がなかったかを調べる。 

 

■贈与が否認されない為のポイント 

・１１０万円以下の生前贈与や配偶者のヘソクリも修正が求められる。 

・贈与は、「上げました」という意思表示、「頂きました」という受諾認識、貰った人がその財産を「管理

している」ことの３つの条件を満たして成立。 

・３つの条件を満たしていなければ、単なる「贈与の予約」または「死因贈与」として扱われる。 

・贈与成立のためのポイント＝①預貯金は、名義人本人による自署や住所氏名の変更手続き、出金した実

績があること。②自社株は、贈与時の議事録があること、また株券の名義を書き換えていること。③生

前贈与を立証する書類を作っておく。 

 

■法人対策の軌道修正 

・自社を完全支配するには、２／３を超える株保有が必要。最低でも１／２超はいる。 

・相続税対策としての株式分散は間違い。分散の防止を。 

・自社株を贈与しているつもりでも贈与契約書や議事録がなければ成立に疑問。 

・自社への貸付金にも相続税はかかる。相続発生前に処理を。 

・個人法人間の賃貸借契約書は再検討を。みなし給与課税や、借地権・借家権が否認されることも。 

 

■土地評価で節税を 

・路線価から引き算できる項目（例えば「不正形地」など）が多数ある。これを活用して土地の評価を引

き下げることで、相続税の節税が可能。 

 

■移行型任意後見制度 

・任意後見制度とは成年後見の一種で、自分の意志能力が衰える前に予め公正証書契約で家族などに代理取

引を頼んでおく制度。判断能力があるうちにこの制度の適用を受ければ安心。 

・足腰が弱るなどして金融機関に行けなくなる場合に備えて、様々な行為を公正証書契約で家族などに委

任して、代理してもらう委任契約がある。任意後見契約に合わせてこれも使えばさらに安心。 

 

 

 



  

 

 

｛本文｝ 

１．はじめに 

 最近、テレビとか雑誌で相続や事業承継の話題がよく取り上げられています。 

 何故か。テレビの場合は視聴率が上がるから、出版の場合はよく売れるからだそうです。それだけ皆様

方にとっての関心事のようです。そこで、今一度原点に立ち返って頂くという意味も込めてお話ししたい

と思います。 

 はじめに申し上げたいことは、“相続対策”と言うと、“税”対策のことだろうと皆様思われますが「相

続」対策と「相続税」対策とは異なります。税対策さえすれば、相続対策は終わったと思っておられるか

もしれませんが、そうではないのです。相続税対策は相続対策の中のごく一部にしかすぎない。今日はそ

のことをお話したいと思います。 

 

２．相続が発生すれば 

 では実際に相続が発生すれば、どういう状況になるかといったことからです。 

 そもそも人が死ぬと、財産面でどういう影響が出てくるか。ここが一番大切ですが、被相続人の死亡と

同時に、遺産は遺言がない限り、実質的に相続人全員の共有となり、相続人一人ではどうすることも出来

なくなります。 

 例えば、私が持っているこの時計は、私が今日死にますと、私の相続人全員の共有物になります。時計

一個といえども、勝手に処分できなくなるのです。 

 そして被相続人が確定申告をしていた場合、死亡の日から４か月以内に相続人全員の連署でもって被相

続人の確定申告をする義務があります。 

 つまり、全相続人に被相続人の当年中の所得内容を全部見せた上で署名、捺印が求められます。特に高

額な収入を得ている方が亡くなられた場合、全相続人は悪く言えば“虎視眈々”です。これまで遺産のボ

リュームが解らなかった人も「お父さん、それだけ収入があったならさぞかし遺産もあるだろう。」という

話になります。 

 言ってみれば、ここから遺産分割の話し合いが始まると思って下さい。相続税の申告は期限に合わせて

ノンビリとしていられないわけです。どんなに遅くても三十五日や満中陰が終わったら、すぐに遺産相続

の話し合いを始めた方がいいと、私は常々申し上げています。 

 なかには「お父さんは子供達から一筆取っているので、遺産分割は揉めない」というようなことをおっ

しゃる方もおられますが、これも間違いです。いくら生前中に実印、直筆で一筆取っていたとしても、こ

れには法的な意味はありません。たとえ家庭裁判所で遺留分の放棄手続きをやっていたとしても、遺言が

無い限り相続人全員の実印が必要になります。 

 ましてや口頭で「言って聞かせているから」ということでは、お話にもなりません。 

 では具体的に、相続が発生すればどのようなことになるか、１つずつご説明していきます。 

 

 



  

 

 

◎預貯金はどうなる？ 

 まず預貯金ですが、お亡くなりになった方の銀行口座は、銀行がそのことを知れば、原則引落としや引

出しは完全にストップされます。銀行に知られるまでならば、キャッシュカードでの引出しは可能ですが、

定期預金は出せなくなります。それは本人確認を日本中の金融機関に、証券会社も含めて、金融庁が徹底

させているからです。 

 ですから「解約だ、出金だ」と思っても、公正証書遺言がない限り、銀行は一切応じません。解約しよ

うと思えば、金融機関毎に全相続人の自署でもって印鑑証明を付けて所定の書類を提出しなければなりま

せん。 

 特に近年、ペイオフ対策として複数の金融機関に分けて預けられている方を見かけますが、こんな場合

は極めて面倒で煩雑になってきます。その人は経済や世の中の動きに敏感で、それなりのリスク対策がで

きていると思っているのでしょうが、相続に限っては、それが却ってあだになるのです。遠く北海道に住

んでいるような相続人がもしいれば、他の相続人の実印、印鑑証明は全部揃っているのに、その人の分だ

けが揃わないということも起こりえます。 

 皆様の中には、遺産分割協議書さえあれば、それを金融機関に持って回るだけで解約出金できると思っ

ておられるかもしれませんが、実際はそうではないのです。日本にはダブルスタンダードが存在します。

法律とは別に、金融機関が独自に決めたルールが存在していて、どちらかと言うと、そちらの方が優先さ

れます。ですから全てが止まってしまうのです。その分、余計に時間がかかるという話です。 

 ここで大事なことは、引落としがストップされることです。これは何を意味するか。当然、自動引き落

としにしている電気代やガス代も落ちなくなります。クレジットカードの利用代金も落ちません。固定資

産税も自動引き落しにしていれば、これも落ちなくなります。 

 

◎賃貸収入はどうなる？ 

 それだけではありません。入金も止められてしまいますから、賃借人からの賃料振り込みも入らなくな

ります。よほど先に根回しをして金融機関に理解を求めておかないと、月末近くになって大家さんのとこ

ろに、「賃料振り込みをしようと思っても入らない」という電話が鳴り出します。 

 問題はそれだけではなく、では誰名義の口座に振り込んだらいいのかが、次の問題としてすぐ出てきま

す。 

 これに関連する最高裁の判例が平成１７年９月８日に出ています。今までであれば、死亡後１０か月と

か８か月後に遺産分割協議を終えて、その不動産を誰かが相続したとして、その人がその間の賃料を自分

のものにしていてもよかったのです。ですから、遺産分割協議はそれほど急が必要はなかった。 

 ところが最高裁はそれを覆し、「オーナーの死亡後、遺産分割協議が整うまでの賃料は相続人全員に分配

しなさい」という判決を下しました。つまり全相続人に法定相続分の賃料を受け取る権利が、この判決を

契機に発生したのです。 

 この問題については次の「賃貸不動産オーナーは遺言必須」のところでご説明します。 

 



  

 

 

◎不動産はどうなる？ 

 次は、不動産はどういう扱いになるかですが、結論を申し上げれば、居宅の敷地、事業用地、田畑、空

地、建物など不動産については遺産分割協議書に全相続人の実印、印鑑証明がなければ単独相続はできま

せん。言うまでもなく、居住権や利用権は何の意味もありません。 

 ですから「今までそこに住んでいたから」という理由だけで、そのまま貰える（相続できる）と考える

のは大きな間違いです。 

 

◎株はどうなる？ 

 多くの場合、上場株や投資信託については証券会社毎に分割協議書とは別に、相続の届出書等に全相続

人の自署、実印に印鑑証明書を揃えて提出しないと名義変更できません。 

 株などは時価変動しますので、死亡時点で１万円だったものが、全相続人の実印などの書類が揃うまで

に６千円までに下がったとしても、その間の損失補填は誰もしてくれません。ですから時間というリスク

が、価格変動商品の一番恐いところです。 

 なおネット証券で株の売買を行っていた場合、被相続人がどれだけ預けていたのかを知らないまま遺産

分割協議を行ってしまい、協議漏れになってしまうこともあります。 

 というのもネット証券へはパスワードがなければアクセスできません。パスワードを家族に教えている

トレイダーはまずいないと思います。ですから残高が一体どれだけあるのかは本人以外は全く解らないの

です。ネット証券をご利用されている方は、万一に備えて、このあたりの対処方法にもご注意いただきた

いと思います。 

 

◎借入金はどうなる？ 

 借入金は、団体信用保険付きの住宅ローンに限っては手続きなしで勝手に借金の返済をしてくれますの

でいいのですが、法的にいえば、借金は相続人全員が共同して、その債務を負わなければなりません。で

すから連帯保証人や特定の人が単独で承継する場合は、銀行等に対し速やかに承認申請を行わないと、返

済の継続すら出来ず、延滞利息が発生することにもなってしまいます。 

 実務的なことを申し上げると、遺言書に「誰々に借金を承継させる」と書いてあってもそれは無効では

ありません。「公正証書遺言本文の中に、この借金はこの土地建物を承継させるその人に相続させる」とい

うように、その理由から明記してある場合は、有効との判決が出ているようです。  

 

◎貸金庫はどうなる？ 

 貸金庫の契約が被相続人名義であれば、その人の死亡と同時に開けられなくなります。２人目の解錠者

を届け出ていて、その人が行ったとしても開けられません。 

 なぜなら、貸金庫は契約者の死亡と同時に契約そのものが終了するからです。全相続人の自署、実印に

印鑑証明を添付の上、同意書を提出しないと開けられません。 

 問題は、多くの人が実印か印鑑証明カードか、そのどちらかをその貸金庫の中に入れておられることで



  

 

 

す。つまりはそれらを取り出せなくなるのです。ですから、いざというとき貸金庫を開けられるようにし

ておくことは、相続対策として極めて大切です。 

 こんな例がありました。ある人が亡くなりになったのですが、相続人の一人がどういうわけか協力され

ないのです。そのため５年間貸金庫を開けられずにいる。「いまだにその中に何が入っているのか解らない」

と、その人は本当に困られています。 

 実はこれには裏技があります。公証人による事実実験証明というのがあって、公証人を相続人の一人に

見立てれば、貸金庫だけは開けることができます。開けて中に何があるかは調べられます。しかし中身の

持ち出しは不可です。また元に戻さなければなりません。つまり利用は一切不可ですから、実印が万一そ

の中に入っていたら大変です。印を押せないのです。ですから貸金庫はものすごく大事ということです。 

 ではどうすればいいのかというと、“大事なものは中に入れないようにする”ことです。でもそれだった

ら役に立たないので、出来るだけ早い内に、若い人の名前に契約を切り替えておくことです。 

 別の方法として、こちらがベストですが、貸金庫の契約者が、公正証書遺言で「私が死んだら、貸金庫

は誰々に開ける権限を与える。この誰々が先に死んでいる場合は、この人に与える」というように書いて

おけばいいのです。これでＯＫです。 

 

◎事業用財産や自社株はどうなる？ 

 事業用財産や自社株はどうなるのか。事業主が亡くなれば、商品、売掛金などの全てが相続人の共有と

なり、分割協議を急がないと事業継続に支障を来たすことになります。自社株や事業用土地も当然共有に

なりますので、経営そのものにも大きな影響が出てきます。 

 解りやすい例としては、個人でやっているタバコ屋さんです。事業主が死亡します。次ぎの日からタバ

コ１箱売れない。なぜか。タバコ１箱といえども全相続人の共有財産だからです。酒屋さんも同様です。

個人営業だったら缶ビール一本売れません。 

  

◎自動車などはどうなる？ 

 自動車やゴルフ会員権なども、全相続人の実印に印鑑証明がないと、単独利用や換金はできなくなりま

す。 

 自動車については「うちの車はもう古いし値打ちが無いから、遺言から漏れていても大丈夫だ」とおっ

しゃるのですが、本当にそうでしょうか。 

 自動車保険には自賠責保険と任意保険の２つありますが、任意保険は、死んだ人名義のままでは再契約

できません。そうかといって保険なしの車に乗るのは問題です。そうこうしているうちに自動車の車検が

切れたとします。車検をもう一度通そうと思えば、生きている人の名前に切り替えないとできない。 

 つまりナンバープレートが付いているにもかかわらず、動かすことが出来ないのです。駐車場の場所取

りになるだけです。１月４万円も５万円もするような駐車場を借りていたら、大変です。しかし勝手に動

かせません。勝手に廃車することもできません。全相続人の実印に印鑑証明付きによる同意が必要です。 

 ですから、素人考えで部分的な内容だけを書いた公正証書遺言は十分ではないのです。すべての財産を



  

 

 

網羅されたものに作り直される方がいいのです。 

 以上いろいろ申し上げましたが、いざ相続が発生すれば、相続直後から生活や事業に不具合がいろいろ

生じてくるのです。そういうことのないようにするのが相続対策の最大の目的です。節税だけが相続対策

ではありません。「こんな多額な税金は払えないだろう。困るだろうから少し減らしておこう」という節税

は、あくまでもその不具合の中の一つでしかないのです。 

 本当に大事なことは“確実に受け渡しをする”ことです。受け渡しとは名義変更のことです。出来るだ

け名義変更しやすくしておくことです。 

 時おり「登録免許税を節税するために何代飛ばしで」というような話を聞きますが、これは言語道断で

す。そんなことをすれば判子を貰わないといけない人が、それだけ増えていくのです。名義変更しやすく

することが一番大事です。 

 ですから、相続税の有無にかかわらず公正証書遺言を作成するのが一番いいと申し上げているのです。

遺言がなければ、保険金以外は「遺産分割協議書」による分割しかありません。この時は当然全相続人の

自署、実印押印がいります。しかし昔と違い、思うように分割協議は進まなくなってきているのが現実で

す。 

 そうならないために遺言や保険などの“遺産分割対策”が重要になってきているのです。 

 なお、保険金は平成１６年の最高裁判決で、遺産分割協議が不要となっています。 

 

３．賃貸不動産オーナーは遺言必須 

 オーナーの死亡後、遺産分割協議が整うまでの賃料は相続人全員に分配しなさいという判決を最高裁が

下したという話をしました。これは最高裁判決ですから誰も文句を言えません。当然国税庁もこの判決を

受けて、誰がどのように相続するかに関係なく、たとえお金を貰っていなくても、一旦確定申告させるこ

とにしたのです。 

 これがどれほど影響が大きいかということです。結論を申し上げると、後々賃貸収入を巡って揉めるこ

とがないように、公正証書遺言を書いておくことです。分割協議の余地を出来る限り無くしておくことが

“争続対策”として非常に重要なのです。遺言がなければ、分割協議が長引けば長引くほど、それだけ賃

料分配額も大きくなってしまいます。 

 例えば、マンションの賃料を月１００万円受け取っている人がお亡くなりになったとします。死亡後８

か月間たって遺産分割協議がまとまりました。その８か月間の賃料は８００万円ですが、その８００万円

はどうなるか。遺産分割協議書に特殊な文言を入れておかないと、法定相続人で強制分配となり、妻には

半分の４００万円、子Ａと子Ｂにはそれぞれ２００万円が分配されます。 

 この時、遺産分割で将来子Ａがこのマンションを相続するということで、子Ａがかりに独り占めにした

としても、法的には子Ｂにも収入を得る権利がありますので、Ｂも当然に確定申告しなければならない。

これは義務です。 

 ということは嫁がれた長女がいて、嫁ぎ先で扶養家族になっていたとしても、収入があったとして確定

申告しなければならなくなるのです。そうなれば夫の扶養手当は無くなってしまいますし、住民税も来る



  

 

 

ことになります。 

 ではどんな文言を入れておけばそれを回避できるか。簡単です。例えば「相続発生後から本分割協議ま

での間の賃料は誰々が相続する。そのことに相続人全員が同意した」といったような文言です。こういっ

た言葉を入れておかないと、遺産分割協議は完全ではありません。 

 特に不動産管理や集金管理を委託されている方は、この遺産分割協議書を見せて貰わないと、誰に賃料

を振り込んでいいのかが解らないのです。一つ間違えば、損害賠償請求されてしまいます。だから最高裁

の判決は大変な内容を含んでいるのです。 

 世間では、「相続税が大変だ」ということで、相続税対策として賃貸マンションを建てられますし、ハウ

スメーカーも推奨しています。しかし、税対策という一通過点で税負担を軽減したとしても、その後に相

続人間で起きてくるかもしれない争いは、これでは何一つ解決しなどころか増えるだけです。ですから、

賃貸マンションを建てるのであれば、その問題を回避するために、建物竣工時にその賃貸不動産をどうし

たいのかも公正証書遺言に書いて頂きたい。 

 以上のことを簡単にまとめますと、遺産の分割協議が長引くと、家督を相続する人も賃料収入が法定相

続分しか受け取れなくなりますので、予定していた収入が激減して、生活に打撃を被ることにもなりかね

ません。 

 また賃貸収入から借入返済をしようにも、賃借人からの賃料振り込みが入らなくなる上に、相続人全員

の同意がないと預金も出金もできませんので、そのために返済が遅延したり、あるいは連帯保証人一人の

持ち出しになってしまいます。 

 その他にも相続人全員が、その間の賃料について法定相続分で申告しなければならないし、もし同族会

社を作っていて、その同族会社から地代や家賃を貰う契約になっていれば、同族会社は誰に払ったらいい

のかという問題もでてきます。 

 ですから、節税対策だけで、もし賃貸マンションを考えたとして、この辺りの知識もなく、土地や建物

の賃貸契約を作ったら、家督を継ぐであろう人が、当たり前に賃料を受け取れる保証は何もありません。

そういう時代はこの判決によって終止符が打たれたとお考え下さい。 

 つまり、その賃料を長男が全部貰えると思っていても、長男が提案した遺産分割協議案に長女や次男が

「そんなにたくさん貰うのだったら判は押せない」と、首を横に振っているだけで、賃料を得られるので

す。長男としては、少々積み増しをしても早々に決着を付けた方が有利という話です。遺産分割協議が長

引いて調停ということになることも多いようです。調停はたった１２００円で申し立てが出来ます。そう

ならないための準備をしておかなければなりません。 

 ではどうすればいいのか。結論は、公正証書遺言を作ることに尽きます。自筆遺言は役に立ちません。

気休めです。名義変更出来ないものが大半です。ですからよけいに揉めることになります。特に、借金の

連帯保証人になっている人にとって遺言書は必須です。 

 さらに言えば、既に遺言作成済みでも自筆遺言である場合は作り直してください。また、遺言執行者の

定めのない遺言や、不動産のことしか書かれていないような遺言、つまり全財産が網羅されていない遺言

書は、作り直されることをお勧めします。 



  

 

 

 その時、遺言の執行経験のない人との相談で作った遺言書は、私どもであれ誰でいいかと思いますが、

ぜひセカンドオピニオンを受けてみて下さい。相続手続きに経験豊富な人であれば、出来上がった公正証

書遺言に対して、すぐに何らかのコメントを頂けるはずです。 

 ちなみに、信託銀行や弁護士が作った遺言書は、経験豊富な方から見れば６割位は作り直しになります。

ましてやご自身が誰の相談もなく作られた場合は、是非ご相談をされて、作り直して下さい。 

 何故かというと、公正証書遺言は公証人が作成しますが、彼らは遺産分割について「この財産はこの人

がいい、この財産はあの人がいい」というようなことは絶対に言わないからです。ですから、一般の方々

が専門家の相談もなしに公証人役場で作った遺言は、素人が自分で考えた作文が公正証書という体裁に変

わるだけです。必ず経験豊富な人に相談されて公正証書遺言を作るようにして下さい。 

 私はいつも冗談ではなく本気で言います。国に支払わなければならない相続税の実効税率と、遺産分割

で相続人ご兄弟に払わなければならない実行税率はどちらが高いですかと。 

 遺産分けで、法定相続分の４分の１に対する実効税率は２５％です。これに対して、相続税に対する実

行税率は、１０億円の財産があって配偶者と子供２人で、多くても２５％です。普通はそこまでいきませ

ん。日本の相続税は高いと言われていますが、法定相続割合に比べたらまだ安いのです。ですから、節約

をするのであれば、節税よりも遺産分割対策に力を入れるべきです。これが一番肝心と考えます。 

 

４．遺言が必要なケース 

 以下に述べるような方は、遺言された方が安心です。しかし、自筆遺言では遺言作成時の意志能力や筆

跡を巡って問題になりがちです。また、預金解約や不動産・株の名義変更の際に、全相続人の署名、実印

が必要なケースが出てきますが、全員の協力を得られるとは限りませんから、必ず公正証書遺言で作成し

て下さい。 

 公正証書遺言ならそのような問題を防げるだけではなく、半永久的に公証役場が無料で保管しますので、

紛失の心配もありません。再発行も簡単です。ですから信託銀行にわざわざお金を払って遺言書を預かっ

てもらう必要もないのです。 

 公正証書遺言の原本は、遺言者が１１０才になるまで公証人役場で保管されます。ではそれを過ぎれば

廃棄されるのかと言うと、廃棄するのも面倒ということで、永久的に保管されているのが実態です。 

 公証人連合会は、一つの公証人役場が倒壊したとしても大丈夫なように、全国の役場をコンピューター

で繋ぎました。ですからそんなことが起きたとしても、別の公証人役場で無料での再発行が可能になりま

した。 

 では遺言が必要なケースを１つずつご紹介します。 

 まず遺産分割で揉めることを最小限にしたい場合です。“最小限に”ということが、ここでのポイントで

す。揉めることは無くせません。何故か。凸と凹を付けたいから遺言するのです。沢山あげられる人と、

少なくしかあげられない人に分ける為に遺言書を作るのです。ですから、少ない人は文句を言います。し

かしながら、遺言をしておけば小火になっても大火事にはなりません。 

 ２つ目は、相続人の中に認知症候補者や未成年者がいる場合です。夫が亡くなった時、配偶者が認知症



  

 

 

になっていないとも限りません。もしなっていたら遺産分割の能力はありません。全ての契約行為は無効

になってしまいます。 

 今は介護保険制度が導入されていますから、家族以外の人にもすぐにそのことは解ってしまいます。介

護は大変です。ですから介護サービスを使います。となると近所の人も見ているし、銀行にも解ってしま

います。つまり遺産分割能力に疑問符がつくのです。 

 また、ご存じかと思いますが、未成年者には特別代理人を立てないと契約行為はできません。 

 ３つ目。複数の相続人が欲しがりそうな賃貸不動産がある場合です。これについては先ほど申し上げま

した。 

 ４つ目。事業後継者に自社株や事業用地・担保用地を相続させたい場合も遺言は必須です。 

 ５つ目として、土地や建物などを特定の相続人に貸している場合は、言わずもがなです。 

 ６つ目として、相続人の中に家計不安や一次相続時の不満を持っている人がいる場合です。一次相続時

に無理やり「これで」と判を押させた場合、そのリベンジをされるのが二次相続時です。本当に揉めるの

は、一次相続時ではなく二次相続時です。 

 家計不安としては、最近では年金があります。それ以外では、夫人の投資の失敗ということも最近はよ

く見受けられます。投資信託で８割損したというような方もいらっしゃいます。そんな方が、自分の損失

補填を実家の相続で一がんばりと思うのは人情でしょう。 

 その次は、取引銀行数・口座数・預金額・上場株や投信保有数などが多い場合も遺言が必要です。 

 貸金庫については先ほど申し上げました。 

 それから絶対に遺言をされた方がいいのが、子供がいないご夫婦や、先妻・先夫との間に子供、婚外子

がいる場合です。こういう人は必ず遺言して下さい。 

 

５．公正証書遺言のポイント 

 次は公正証書遺言を作るときのポイントです。どういうところに気を付けるのかということです。 

 これまで数多くの遺言書を拝見してきましたが、遺言執行時や相続申告時に不具合が生じることも少な

くありません。失敗のない遺言書作りのいくつかをご紹介致します。 

 １つ目は、先ほどと同じですが、事業後継者や借入連帯保証人が事業用不動産、自社株、事業用動産、

担保不動産を相続できるように作ることです。 

 ２つ目は、今後の財産内容や金額変動も考えて作ることです。全財産をカバーして作ることです。 

 そんなことが出来るのか。これから何年生きるか解らないのに、どうして全財産が書けるのか。出来る

のです。「その他一切の財産（今後取得予定財産を含む）」と書けばいいのです。その際「誰々にと」いう

ように書くのです。 

 財産の中に建築中の建物がある場合は、家屋番号がまだ付いていませんが、確認済番号で特定するよう

にすればいい。確認が未済なら建築申請書の受付番号で結構です。そのように物件は全て特定して、財産

漏れがないようにしてください。 

 気が変われば何度でも作り直しは出来ますが、認知症が重度になってくると、もう書き直しはできませ



  

 

 

ん。 

 なお、書き直しをする間もなく亡くなってしまったとしても、全相続人が同意すれば、遺言書と違う内

容の遺産分割は可能です。「これこれを長男に」という遺言であったとしても、後から「兄ちゃん独り占め

はずるいわ」という話が出てきたとして、「わかった、わかった。貰うことになっているこれを渡すわ」と

いう合意書を全相続人で結べば、それは認められます。とにかく漏れがないように作ることが大切です。 

 ４つ目。納税方法や遺留分対策、遺留分減殺方法や二次相続まで考えて作ることです。これは極めて大

事です。遺留分減殺とは、相続人には法定相続分の半分をもらえる権利がありますので、その遺留分を減

殺する方法を指定することです。つまり「何々により弁償する」というその弁償方法を指定しておくので

す。これが肝心です。通常は現金預金とされているようですが、「遺産の中からこれをあげる」ということ

も多いようです。 

 ５つ目。売却予定のない限り、一つの財産を兄弟姉妹２人以上に共有させないようにします。共有での

相続はやめてください。ネズミ講的に共有者を増やしていってどうするのですかということです。トラブ

ルを防止するために遺言書を作っているのですから。 

 ６番目。遺言執行者は指定しておく方がいい。車に乗れそうな人で、大阪にずっといそうな人を選ばれ

たらいいと、いつも忠告させて頂いています。遺言執行はたいして難しくありませんので、必ずしもプロ

に頼む必要はないと考えます。 

 ただし、遺言執行には４つの義務が民法に定められています。その４つの義務がどういうものか解らな

い方がほとんどだと思いますので、執行補助者を決めておけばベストです。 

 ７つ目は、貸金庫の解錠権限者を書いておくことです。このことは先に触れました。 

 ８つ目。受遺者の先死亡に備えて｢付言｣を入れておくことです。 

 誰とも相談されずに公正証書遺言を作られた場合、たいていはこのことに触れられていません。「私が死

んだら、これは家内に」というところで止まっているのが普通の公正証書遺言です。しかし、私が先で、

家内が後とは限りません。家内が先の場合もあるでしょうし、同時死亡の場合もあるでしょう。ですから、

家内が先に死亡した場合、遺言内容の「これは家内に」と書いてある部分は無効になります。遺言が無い

のと同じです。ということは未分割財産になってしまいます。 

 これが不動産だったら大変です。だってそれ以外の財産は「これは誰に」、「これは誰に」と決めていて、

不満を持っている人が多分いるはずだからです。 

 ではどうすればいいのか。簡単です。「私が死んだら家内に。但し、家内が先に死んだ場合は長男に」と

いうように、「こうなったらこう」というように書いておけばいいのです。 

 ですから出来るだけいろいろなことを想定して、柔軟な発想で遺言書を作って下さい。 

 ちなみに認知症になった場合も同様です。この場合は“認知症”というファジーな言い方ではなく、も

っと特定した、例えば「要介護５になった場合、この財産はこの人に」というように書いておけば間違い

ありません。配偶者に渡す遺言の場合は、特に大事です。 

 ９つ目として、家訓や祭祀、お墓、生前贈与のことなども盛り込んでおいても結構です。 

 とにかく作っていない人は一日も早く作ることが大事です。そして作った人は、第三者チェックを受け



  

 

 

て下さい。 

 

６．今後の税制改正の動向 

 今後の税制改正の動向としては、大きなうねりが２つほどやって来ます。 

 １つ目は、相続・贈与税の改正です。最短で２３年、遅くても２４年からと言っています。ですから今

どれだけ電卓をたたいて相続税の計算をしても意味ありません。 

 この相続税贈与税は５０年振りの大改正で、自民党時代及び民主党時代になってからも２年連続で税制

改正大綱に盛り込まれていますから、与野党ともゴーサインが既にでています。後はタイミングと手法だ

けです。 

 どのように改正されるのか。私見を申し上げれば、相続税は今の１.３倍から１.５倍に増税される見込

みです。今は１００人の方が亡くなられて、そのうちの４.５人に相続税の申告義務が発生していますが、

それが３倍から４倍に増えると言われています。今まで相続税に関係のなかった人も、今後はそうではな

くなってくるのです。 

 なぜ大幅な増税になるのかというと、今の税制は地価が高騰していたバブル期に基礎控除額等を決めた

からです。今は地価が大きく下りましたので、元に戻さないと控除額が大き過ぎるという理屈です。仮に

バブル期以前に戻れば、基礎控除は今の６掛けくらいにまで下がります。 

 もう一つは「共通番号制度の導入」です。平成２５年に住民基本台帳の番号を使って、全国民に背番号

を付けることにしています。２６年１月１日以降の預金の出し入れ、保険の加入・満期、確定申告時、固

定資産税の納税時、年金を貰うとき、お医者さんに掛かる時、百貨店で大きな買い物をする時も、この番

号が必要だと言われています。当然、証券会社での取引もです。 

 なお、先進諸国の中でこの納税者番号とか国民総背番号制を導入していないのは、日本とフランスだけ

です。 

 この制度の導入で、過去１０年間の日本中の方の全ての金融取引データは、いとも簡単に検索可能にな

るのです。だから怖いのです。 

 ただし、今でも税務調査は過去１０年分は調べます。過去３年分というのは嘘です。「今預金を抜いて、

減らしておいたら解らなくなる」というのも嘘です。 

 

７．税務調査では誰の何を調べるのか 

 では相続税の税務調査は、誰の何をどこまで調べるのかということです。 

 平成２１年１月から株、投資信託の特定口座の取引状況が金融機関から国税当局に報告されています。

平成１９年に衆参両議院で合意に至り、可決成立した結果です。 

 その報告に基づいて、もうすでに納税者の呼び出しが始まっています。どんな人が特に呼び出されるの

かというと、例えば専業主婦が株や投資信託をたくさん持っている場合です。 

 また贈与に関しても、名義を変えているだけで実態が伴っていなければ、１１０万円以内の贈与であっ

ても認められません。何年前の贈与であっても、贈与が成立しているか否かの法律的解釈にさらされます。



  

 

 

単に名前を変えているだけの場合であれば相続税の課税対象や遺産分割対象になってしまいます。ですか

ら今後は、これらの環境変化を十分理解された上で、事前対策や申告手続きを行って頂ければと思います。 

 まず預貯金ですが、家族名義預金の実質所有者は一体誰かを調査されます。当局は、名義ではなく実質

支配者で判断します。年齢や年収などから不相当な金額を持っている人はどうしても目立ってしまいます。

不相当とは専業主婦で２千万円、子供、孫などの未成年者は５００万円以上です。国税はいとも簡単に否

認してきます。 

 昔は調べようと思えば、家や金融機関に出向かないと駄目だったのですが、今は税務署から出ることは

ほとんどありません。法人調査みたいに帳簿を見る必要がないからです。全ての金融機関に照会状を出し、

返ってきたものをコンピューターに入れれば、住所氏名だけでその人の年収が出てきます。「こんなにある

はずは無いのに」となれば、「呼び出して聞こうか」ということになります。 

 今の税務調査はいきなり呼び出しです。前もって家に行く必要はないのです。ただし、現金商売の人の

ところには当然踏み込みます。 

 投信信託・国債・株式・保険などは、預貯金でも一緒ですが、過去１０年間の残高の増減を調べます。

被相続人の分は当たり前で、相続人と孫名義の残高増減も全部見ていきます。 

 また収入に見合わない家族名義の株式や投資信託がある場合も、購入資金の出所やその実質所有者はだ

れかを調べます。皆様のご家族や奥様は大丈夫でしょうか。 

 株については、実際の売買発注者や特定口座の開設時の筆跡から遺産性を判断します。旦那さんが奥さ

んの名前で株を買っていて、「自分が死んでも家内名義だから遺産から外せる」と思ったら大間違いです。

名前だけでは何の役に立ちません。実際に注文しているのは誰かで判断します。それが旦那さんであれば、

否認されてしまいます。 

 証券会社は、誰からどういう手段で何年何月何日の何時に注文を受けたかのデータを１０年間保存しま

す。ですから国税はこれらのデーターを見て、注文しているのが旦那さんとわかれば、「これは旦那さんの

遺産じゃないですか」ということになります。 

 不動産関係では、相続人や孫名義での不動産購入時に、資金の贈与がなかったかを調べます。特に収入

が低かったり、年齢が若かった場合、税務署に資料箋が回っていますから、税務署から呼び出しを食らい

ます。 

 その時の皆さんの理屈はこうです。「おじいちゃんが孫に毎年１１０万円ずつ１０年間贈与したので１１

００万円貯まっています。これをもとに孫が不動産を買いました。たらずはローンを組んだ」というよう

な話です。でも通帳、印鑑を持っていたのはずっとおじいちゃん。通帳を作ったときの筆跡もおじいちゃ

ん。さあこれで贈与できているとお思いですか。 

 当局は当然のように否認します。不動産を購入した年に一括して１１００万円の贈与があったとして課

税します。１１００万円に対する贈与税は１５０万円、これにペナルティーの無申告加算税と延滞税が付

いて、総額で２００万円くらいの税金になります。 

 でもそのお金はもう使っていますから、その２００万円はまたおじいちゃんが贈与しなくてはならない。

そういう話になってきます。 



  

 

 

 次は、同族法人への貸地の借地権割合が適正かという話です。個人名義の土地に、法人名義の建物を建

てるだけで、借地権割合を満額引けるかという話です。 

 昭和５２年以前であれば、固定資産税の２倍以上を地代として払い続けていれば、借地権は満額引けま

した。しかしながら平成３年以降は、固定資産税の３倍以上だろうが、相当地代だろうが、どんなに払っ

ても借地権はせいぜい移って２０％です。これが関の山です。 

 

８．贈与が否認されない為のポイント 

 では贈与が調査で否認されない為のポイントは何か。 

 通常１１０万円の生前贈与は、単に名義を変更するだけで、相続時に遺産に含めなくていいと考えられ

ているようですが、多くの場合、後日の相続税調査で修正申告を求められているのが実態です。 

 また、配偶者名義のヘソクリも民法７６２条「夫婦財産の帰属」により、遺産として追加修正を求めら

れることがあります。 

 これは「行列の出来る法律相談所」で取り上げられた有名な法律です。専業主婦で実家から何も貰って

いないのであれば、ヘソクリは基本的には旦那さんのものだという判断です。 

 ちなみに「配偶者の税額軽減」というのをご存じでしょう。相続時に全財産の半分までの相続について

は配偶者から税金は取らないという法律です。実はこれにはもう一つありまして、生き別れ時での特例と

いうのがあります。つまり離婚時の財産分与も全財産の半分まで無税となっています。 

 なぜこれが出来たのかと言いますと、内助の功もあって夫婦で一緒に財産を築いてきたにもかかわらず、

この７６２条が内助の功を全く無視しているではないか。こんなことでは世のご婦人方の理解を得られな

いということで、この２つの特例が設けられたのです。 

 つまり奥さん名義のヘソクリと旦那名義の財産を合算した半分までは、無税で財産分与できる、相続で

きるとしたのです。ですから配偶者の税額軽減と生き別れ特例は、民法７６２条の裏返しです。配偶者名

義の分だけは横において、「相続は半分まで無税ね」というのは筋が通らないということです。税務調査の

ターゲットは生前贈与とヘソクリだということです。 

 そこで贈与についてですが、民法５４９条に基づく３つの条件が揃って初めて成立します。なお、本来

なら翌年３月１５日に申告しないといけないのですが、１１０万円までの小額贈与については申告なしで

もいいとされているだけです。 

 条件１は、あげた方が「あげました」という意思表示があったかどうかです。これはあげた方にお迎え

が来ているわけですから、いわば死人に口無しです。「あげた」という証拠がないので誰も信用しません。

条件２は、貰った方に受諾の認識があったかどうかです。これも後から口裏を合わせればできます。誰も

聞きもしません。 

 全ては条件３です。貰った人が自分でその財産を管理しているかです。つまり、貰った人が自己管理し

ている証拠をいくつ残せるかです。国税とのやりとりとか、訴訟にあたっては、証拠をいくつ揃えられる

か、事実関係をいくつ並べられるにかかっています。理屈ではありません。物証をいくつ用意できるかで

す。 



  

 

 

 法的にはこの３つの条件の内、どれか一つでも満たしていないと、名義変更されていても、単なる“贈

与の予約”または“死因贈与”として扱われてしまいます。何年前のものでも時効にはなりません。なぜ

ならそもそも贈与が成立していないからです。 

 贈与の予約とは、おじいちゃんが孫の名前で預金口座を作って、そこに毎年１１０万円ずつ入れていた。

その貯まったお金は、さあ誰のものですかという先ほどの例です。 

 おじいちゃんの理屈はいつもこうです。「未成年者なので、財産を管理してやっているのだ」と。しかし

これは大きな間違いです。民法では「未成年者の財産管理義務は親権者が負う」となっています。親権者

とは親です。つまりおじいちゃん、おばあちゃんに出る幕はないのです。養子縁組をしてないかぎりは。 

 ではどうしたらいいのか。簡単です。孫の親（自分の子供）に口座を作ればよかったのです。そこにお

じいちゃん、おばあちゃんが毎年振り込んでやればいいのです。成人したら預金は預け替えるようにして

ください。ですから印鑑を何十本使い分けても実務では役に立たないのです。 

 では当局に贈与成立を主張するポイントとして何があるか。 

 預貯金、投信、国債については、それらを買ったときの書類は大事に残しておいて下さい。もう無いと

いうのであれば金融機関からコピーを貰っておくことです。成人した、住所氏名が変わったという場合は

必ず本人の筆跡でもって、住所氏名の変更届出とか、印鑑の改印届出を出すことです。 

 会社の自社株を生前贈与しているつもりの人は注意して下さい。株券発行法人になっているにもかかわ

らず株券を刷っていない場合は、いくら贈与をしているつもりでも、それは会社法上無効です。無効のも

のを税法が追認することはありません。 

 もし自社株の生前贈与を当局に認めさせたいのであれば、株券を刷っておくことをお勧めします。帳簿

上に「株主誰々」と書いてあっても無効です。誰もそんなものは証拠物としては認めません。 

 まずは贈与時の議事録を作って下さい。この辺のことをしなくてもいいようにするには、定款変更が必

要です。 

 私共は自社株の生前贈与契約書を作ったとき、公証人役場で確定日付を取るようにしています。これは

証拠能力があります。全財産そうですが、贈与の場合でも契約書を作っておく方がいいですね。ですから

税務調査への備えということで一番いいのは、生前贈与を立証する書類を作っておくことです。 

 その他にもいくつかありますが、詳しくは当社のホームページでご確認下さい。 

 

９．法人対策の軌道修正 

 １つ目ですが、自社の支配権は、友好的な株主で自社株の３分の２を超して保有していなければ安定し

ているとは言えません。従業員とか親族に株券をばらまいて、株数保有を減らす対策を見受けますが、こ

れは危険きわまりない話です。逆に買い集めて頂くことが重要です。最低限２分の１超の株数を後継者と

その親族に集中させたいものです。 

 自社株を分散させすぎますと、筆頭株主要件などにひっかかり事業承継特例が使えないこともあります。

いますぐ株主名簿のチェックをお願いしたい。 

 事業で利用しているオーナー名義の不動産は、生前買い取りあるいは贈与や遺言などで分散の防止を行



  

 

 

って下さい。税対策に走ると分散しがちですが、それは間違いです。まず分散防止を考えて下さい。 

 ２つ目として、先ほどもお話した自社株の贈与についてですが、贈与契約書はおろか取締役会の議事録

すら残していない場合は、贈与成立に疑問符が付きます。法人税申告書の株主欄に何十年記載し続けてい

ても証拠能力はありません。 

 ３つ目。会社にお金を貸していることになっていませんか。もしそうなっていれば、その貸付金にも相

続税がかかります。会社にお金を貸した覚えが無いのにいつのまにか役員借入金が計上されている場合で、

会社からの返済見込みがなければ、相続発生前に処理して下さい。債権放棄です。内容証明を出すのがい

いのですが、気を付けないと、法人税がかかってしまいます。 

 ４つ目。個人法人間で建物や土地の賃貸をしている場合です。賃貸借契約書は気をつけて作って下さい。

ぜひ専門家に相談して頂きたい。家賃・地代の設定額が低すぎる、高すぎる、契約期間が短い、賃貸借契

約書が無い等の理由で、当局からみなし給与課税や借地権や借家権の否認、減額されることもあります。

さらには相続人同士のトラブルに発展するケースもあります。 

 

１０．相続税で節税をする為には 

 相続税で節税をする第一歩は“路線価”を鵜呑みにしないことです。路線価から一杯引き算できる補正

項目があります。これを最大限活用することです。補正するには不動産に対する知識が求められますし、

当局に対する表現力と説得力も必要です。専門家にご相談されるのがいいかと思います。一杯引き算して、

初めて適正な評価になるのです。 

 なお、不動産鑑定士による鑑定評価を国税当局はまともに受け取りません。国税が決めた路線価を使わ

ないのなら、別ステージでやって下さいとなります。別ステージとは異議不服訴訟のことです。体力のあ

る方はそれでもいいのですが、余計にお金が掛かってしまうことにもなりかねません。 

 正しく補正すれば、節税だけではなく、遺産分割協議においても有利に働きます。路線価に面積を掛け

て１億円という土地があったとします。これを遺産分割協議の中で長男が相続したら、次男は「兄貴が１

億円も相続するのだったらわたしも」と言いたくなります。しかし、その土地をきちんと評価して７００

０万円だと分かったら、弟も「７０００万円くらいでいい」という話になるでしょう。土地の節税が遺産

分割での話し合いにも連動するのです。 

 では路線価から補正（３％～６０％程度）できる可能性のある土地を列挙しておきます。①不正形地、

②狭い道に面した土地、③５００㎡以上の住宅敷地など、④市街地にある田畑山林、⑤私道に面した土地、

⑥無道路地、⑦道路になっている土地、⑧２棟以上の建物を建てている土地、⑨傾斜地、⑩建物の建築が

難しい土地、⑪都市計画道路予定地、⑫道路との間に水路を挟んでいる土地、⑬道路と高低差がある土地、

⑭路線価が付されていない土地、⑮突き当たり道路に面した土地、⑯里道や水路が通っている土地、⑰未

舗装道路やガス・水道の通っていない土地に面した土地、⑱嫌悪施設に近い土地、⑲前と後ろで容積率が

変わる土地、⑳高圧電線が通っている土地、○21文化財の試掘が必要な土地、○22土壌汚染されている土地な

どです。 

 以上いろいろ申し上げましたが、５年以内に相続申告をされた方で、このような土地があれば還付にな



  

 

 

ることもあります。もともと間違っていたのですから返してくれます。ただし主張、立証が必要です。 

１１．移行型任意後見制度 

 「任意後見制度」も極めて大切です。不動産の管理委託契約を受けていたとして、オーナーが認知症に

なったらどうなります。意志能力が無いと判断されれば、誰から依頼を受けているのかです。おじいさん

名義の物件を息子さんと契約しても当然無効です。それを有効にするには、家庭裁判所で成年後見の認定

を受けなければなりません。これまでは、誰の筆跡かは問われることはなかったのです。今はそうではあ

りません。 

 なぜこんなことを申し上げるのかと言うと、相続人側の弁護士から不動産業者に対して内容証明がくる

ことが少なくないのです。「誰の依頼を受けて、せっかく空室になったのに、また満室にしたのか」と。意

志を確認せずに契約を行ったのではないかと、問われるのです。 

 こういう場合に備えて、任意後見制度が必要になってくるのです。世の中、契約の厳格化により、本人

の意志が明確に表明されなければ、取引行為を行ってはならないとされています。ですから、認知症を発

症したり、植物状態になった場合、後見がない場合、契約や取引は全て無効になってしまいます。 

 逆に言うと、任意後見を受けさえすれば、ほとんどのことは代理で出来るのです。例えば銀行との入出

金取引、実印や証書の保管、株式・投信・国債等の取引、貸金庫、生命保険契約の締結・解除、生活費・

租税・医療介護費の支払、老人ホームや介護施設の入所契約、賃貸不動産の契約や賃貸管理など、すべて

のことが出来るようになります。 

 なおこの場合、家庭裁判所が選任した任意後見監督人の監督の下で代理行為を行うことになります。通

常、任意後見監督人は第三者弁護士があたります。 

 今日は遺言の必要性について縷々申し上げていますが、公正証書遺言を作る時に合わせて、特に不動産

賃貸をされている方は「この人を後見人に」という任意後見契約も一緒に結んでおかれることをお勧めし

ます。 

 なお、通常の場合は『移行型任意後見契約』を使うのが殆どです。認知症を発症したとしても急に悪く

はなりません。徐々にです。また足腰が悪くなって金融機関に行けなくなることも考えられます。実際そ

ういう方が増えてきています。そんな時に備えて、委任契約を後見と一緒に盛り込んでおくのです。委任

契約と任意後見契約をワンセットでやって頂ければと思います。 

 このことは財産管理上も、財産の受け渡しを考えた場合も極めて大切です。おじいちゃんが寝たきりに

なったら２４時間の介護をしなければならない。その上おじいちゃんの預金は本人確認義務があるから引

き出せない。キャッシュカードがあるといっても、お年寄りはだいたいカードを作っていない。ですから

任意後見契約を結んでいないと、成年後見が認められるまでの大体３か月から６か月間は、誰かが介護費

用も立て替えないといけなくなるのです。しかも任意後見契約をしていないと、全相続人に対して「こう

いう人から、こういう人を後見人とする申立てがありました。宜しいでしょうか」という手続きを、まず

しなければならない。仲の悪い兄弟だと、それに異を唱えてきます。 

 こういうことも実際ありますので、移行型任意後見制度は重要なのです。 

 以上で今日のお話は終わりとさせて頂きますが、最後に１つ申し上げると、それは相続が起きてから家



  

 

 

族の生活や事業に不具合が生じないようにすることが、最大の相続対策だということです。決して電卓を

叩いて税を少なくすることではありません。それは対策の一部でしかないのです。そうではなく財産を出

来るだけスムーズに受け渡たすことが最重要ですので、そのための準備をしっかり行って頂きたい。その

最大のツールが遺言です。わけても不動産賃貸に関わっている方にとっては、これが極めて大事だという

ことです。 

（終わり） 

 

 

 

【以下のページに講演資料を添付しています】 

 




























